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１．特定技能制度、受入れ状況について



算で上限５年まで

○技能水準：試験等で確認（技能実習２号を修了した外
国人は試験等免除）

○日本語能力水準：生活や業務に必要な日本語能力を試
験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等
免除）

○ 家族の帯同：基本的に認めない
○ 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

特定技能２号のポイント

○ 在留期間：３年，１年又は６か月ごとの更新
○ 技能水準：試験等で確認
○ 日本語能力水準： 試験等での確認は不要
○ 家族の帯同：要件を満たせば可能（配偶者，子）
○ 受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

制度概要 ①在留資格について

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向 けの在

留資格
○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

特定産業分野：介護，ビルクリーニング，素形材産業，産業機械製造業，電気・ 電 子 情報関連産業，
（１４分野） 建設，造船・舶用工業，自動車整備，航空，宿泊，農業，漁業，飲食料品製造業，外食業

（特定技能２号は下線部の２分野のみ受入れ可）

特定技能１号のポイント
【就労が認められる在留資格の技能水準】

○ 在留期間：１年，６か月又は４か月ごとの更新，通
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出入国在留管理庁
Immigration Services Agency of Japan

これまでの在留資格 新たに創設された在留資格

出典：新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組 (出入国在留管理庁）
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特定技能外国人の許可状況等について（令和３年４月末現在：速報値）

特 定技 能制 度運 用状 況

特定技能在留外国人数（令和３年４月末現在：速報値）

出入国在留管理庁
Immigration Services Agency of Japan

① 在留資格認定証明書交付 交付 １１，０６３件

② 在留資格変更許可 許可 ２０，６３３件

③ 登録支援機関登録 登録 ５，９１７件

その他
４９４件
８．２％

登録支援機関の内訳

許可件数等の内訳
（許可・交付件数）

平成31年令和元年 令和2年

分野 人数

介護 ２，００１人

ビルクリーニング ３０３人

素形材産業 １，７５５人

産業機械製造業 ２，０４７人

電気・電子情報

関連産業

１，０８８人

建設 ２，２９４人

造船・舶用工業 ６３２人

自動車整備 ２９０人

航空 ２１人

宿泊 ８７人

農業 ３，５５４人

漁業 ３０８人

飲食料品製造業 ８，７５７人

外食業 １，２６９人

会社（株式会社，合同会社等）
３，２２４件
５４．１％

中小企業事業協同組合
１，５７４件

２６．４％

行政書士（個人）
４１９件

７．０％

一般社団法人
１７１件
２．９％

社会保険労務士（個人）
８０件

１．４％

平成31年 令和元年 令和2年

(注)個人の登録支援機関については複数の項目に
該当する者について各項目ごとに計上している。
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＜参考①＞飲食料品製造業分野・外食業分野の特定技能外国人受入れ状況
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＜飲食料品製造業分野＞
令和３年５月末現在、１４分野で最多の 9,439人。 技能実習２号修了者からの移行が中心。

＜外食業分野＞
令和３年５月末現在、1,393人。すべて技能試験合格者からの移行。

国別、ルート別の内訳

国別、ルート別の内訳

※出入国在留管理庁からの聴き取りにより農林水産省で作成

※出入国在留管理庁からの聴き取りにより農林水産省で作成
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26743167
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9439特定技能外国人受入れ数（飲食料品製造分野）
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特定技能外国人受入れ数（外食）

国 技能実習 試験

ベトナム 6,677 372
中国 750 58
インドネシア 248 11
フィリピン 331 57
ミャンマー 565 12
タイ 146 3
カンボジア 117 2
ネパール 0 12
モンゴル 8 13
台湾 0 19
その他 16 22
合計 8,858 581

国 試験
ベトナム 821
中国 153
インドネシア 28
フィリピン 20
ミャンマー 83
タイ 12
カンボジア 1
ネパール 64
モンゴル 16
台湾 56
その他 139
合計 1,393



２．飲食料品製造業分野の概要
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在留資格別の外国人雇用状況

全産業の外国人労働者は約172万人。そのうち製造業は約48万人（全産業の約28%）、さ
らに食料品製造業は約13.6万人（全産業の約7.9%）である。（令和２年10月末時点）

１．食品製造業分野での外国人雇用状況（１）

資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末時点）を基に農林水産省で作成
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資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末時点）を基に農林水産省で作成

永住者等を除くと、「技能実習」及び「資格外活動」が大半を占める。

○在留資格別の構成比

○食料品製造業の外国人労働者数（令和２年10月時点）
約13.6万人
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資格外活動：25,247人(18%)

例：留学生、短期滞在、文化活動、家族滞在等

専門的・技術的分野：5,808人(４%)

（就労目的で在留が認められている者）

身分に基づく在留資格：45,387人(33%)

例：永住者、日本人の配偶者等

技能実習：57,205人(42%)

食品製造関係【11業種18作業】

特定活動：2,093人(２%)

例：製造業外国従業員、ワーキングホリデー等

１．食品製造業分野での外国人雇用状況（２）
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２．特定技能制度・飲食料品製造業分野の概要

（１）受入れ見込み数（向こう５年間の上限）：３万４千人
（２）人材の基準

以下の①及び②の試験の合格者 又は 飲食料品製造業分野の技能実習２号を良好に修了した者
①技能水準（試験区分）
「飲食料品製造業特定技能１号技能測定試験」 （（一社）外国人食品産業技能評価機構（OTAFF）が実施）

②日本語能力水準
「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」

（３）人材のイメージ
飲食料品の製造工程でHACCPに沿った衛生管理ができる人材

・主な食中毒菌や異物混入に関する基本的な知識・技能

・食品等を衛生的に取り扱う基本的な知識・技能

・施設設備の整備と衛生管理に関する基本的な知識・技能

（４）外国人が従事する業務
飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加工、安全衛生）

＊日本人が通常従事している関連業務に付随的に従事することも可能
（５）対象となる範囲

外国人が活動を行う事業所は、日本標準産業分類に掲げる産業のうち、主として次のいずれかに
掲げるものを行っていること

食料品製造業（中分類09)、清涼飲料製造業（小分類101）、茶・コーヒー製造業（小分類103）、
製氷業（小分類104）、菓子小売業（製造小売）（細分類5861）、パン小売業（製造小売）（細分類5863）、
豆腐・かまぼこ等加工食品小売業（細分類5897）

（６）受入れ機関等の条件
「食品産業特定技能協議会」の構成員になり、必要な協力を行うこと

（７）雇用形態：直接雇用に限る

11
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３．特定技能外国人が従事する業務の範囲

１．試験により確認された技能を要する業務
以下の①及び②の試験の合格者 又は 飲食料品製造業分野の技能実習２号を良好に修了した者
①技能水準（試験区分）
「飲食料品製造業特定技能１号技能測定試験」 ）

②日本語能力水準
「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」

＜人材のイメージ＞
飲食料品の製造工程でHACCPに沿った衛生管理ができる人材
・主な食中毒菌や異物混入に関する基本的な知識・技能
・食品等を衛生的に取り扱う基本的な知識・技能
・施設設備の整備と衛生管理に関する基本的な知識・技能

２．飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加工、安全衛生）
飲食料品（酒類を除く）の製造・加工とは、
原料の処理、加熱、殺菌、成形、乾燥等の一連の生産行為等をいう。

（＊単なる選別、包装（梱包）の作業は製造・加工にはあたらない）

３．当該業務に従事する日本人が通常従事している関連業務に
付随的に従事することは差し支えない（専ら関連業務に従事することは認められない）
関連業務にあたりえるものの例
１）原料の調達、受入れ
２）製品の納品
３）清掃
４）事務所の管理の作業

12
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４．飲食料品製造業分野の対象となる事業所の範囲

【飲食料品製造業分野の対象範囲】
日本標準産業分類を参照し、
主たる業務として以下の分類を行っている事業所を対象範囲として決めています。
・中分類09 食料品製造業
・小分類101 清涼飲料製造業
・小分類103 茶・コーヒー製造業（清涼飲料製造業を除く）
・小分類104 製氷業
・細分類5861 菓子小売業（製造小売）
・細分類5863 パン小売業（製造小売）
・細分類5897 豆腐・かまぼこ等加工食品小売業（＊製造小売に限る）

●酒類製造業、飲食料品小売業（細分類5861,5863,5897を除く）、飲食料品卸売業、
塩製造業、医療品製造業、香料製造業、ペットフードの製造は対象となりません。

●食料品、飲料（酒類を除く）を製造加工し、卸売する事業所 が対象となります。

製造業とは、製品の製造加工を行い、卸売する事業者をいいます。この場合の卸売とは、
１）卸売業・小売業・産業用事業者に販売すること、
２）業務用に使用される商品の販売、
３）同一事業者の他事業所への引き渡し をいいます。

また、店舗を介さず通信販売等により直接消費者に販売している場合を含みます。
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➢ 缶詰巻締
➢ 加熱性水産加工食品製造業
➢ 非加熱性水産加工食品製造業
➢ 水産練り製品製造
➢ 食鳥処理加工業
➢ 牛豚食肉処理加工業
➢ ハム・ソーセージ・ベーコン製造
➢ パン製造
➢ そう菜製造業

＜技能実習３号対象職種（５年間）＞

➢ 農産物漬物製造

＜技能実習２号対象職種（３年間）＞

➢ めん類製造業
➢ 冷凍調理食品製造
➢ 菓子製造業
➢ 清涼飲料製造 など

＜技能実習１号まで（1年間）＞

➢ 食料品製造業
・畜産食料品製造業

例）部分肉・冷凍肉、肉加工品 等
・水産食料品製造業

例）水産缶詰・瓶詰、海藻加工 等
・野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業

例）野菜漬物 等
・調味料製造業

例）味そ、しょう油・食用アミノ酸 等
・糖類製造業

例）砂糖、ぶどう糖・水あめ・異性化糖 等
・精穀・製粉業

例）精米・精麦、小麦粉 等
・パン・菓子製造業

例）生菓子、ビスケット類・干菓子 等
・動植物油脂製造業
・その他の食料品製造業

（でんぷん、めん類、豆腐・油揚げ、あん類、冷凍調
理食品、惣菜、すし・弁当・調理パン、レトルト食品
等）

➢ 清涼飲料製造業
➢ 茶・コーヒー製造業（清涼飲料を除く）
➢ 製氷業
➢ 菓子小売業（製造小売）
➢ パン小売業（製造小売）
➢ 豆腐・かまぼこ等加工食品小売業

＜特定技能１号・飲食料品製造業分野＞

技
能
実
習
２
号
を
良
好
に

修
了
し
た
者
は
試
験
免
除

試
験
合
格
者

＜参考②＞飲食料品製造業分野の対象となる事業所の範囲
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食品製造関係の技能実習２号対象は10職種

・特定技能の飲食料品製造業分野は、技能実習２号対象外の飲食料品製造業の業種にも広く適用される。
・分野の対象範囲内のすべての業種に就労可能（１つの資格）。

１業務区分
１試験区分
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＜参考③＞ 事業所とは （日本標準産業分類の一般原則より）

（総務省：http://www.soumu.go.jp/main_content/000286955.pdf ）

【事業所の定義】

本分類における事業所とは，経済活動の場所的単位であって原則として次の要件を備えてい
るものをいう。
(1) 経済活動が単一の経営主体の下において一定の場所すなわち一区画を占めて行われて
いること。
(2) 財又はサービスの生産と供給が，人及び設備を有して，継続的に行われていること。

この場合，一構内における経済活動が，単一の経営主体によるものであれば原則として一
事業所とし，一構内であっても経営主体が異なれば経営主体ごとに別の区画としてそれぞれを
一事業所とする。

なお，一区画であるかどうかが明らかでない場合は，売上台帳，賃金台帳等経営諸帳簿
が同一である範囲を一区画とし，一事業所とする。

また，近接した二つ以上の場所で経済活動が行われている場合は，それぞれ別の事業所と
するのが原則であるが，それらの経営諸帳簿が同一で，分離できない場合には，一区画とみ
なして一事業所とすることがある。

http://www.soumu.go.jp/main_content/000286955.pdf
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＜参考④＞ 産業分類の決定方法（日本標準産業分類の一般原則より）

（総務省：http://www.soumu.go.jp/main_content/000286955.pdf ）

【産業の決定方法】

本分類により事業所の産業を決定する場合は，事業所で行われている経済活動による。

産業の決定においては，
○一事業所内で単一の分類項目に該当する経済活動が行われている場合は，その経済活動によ
って決定するが，
○複数の分類項目に該当する経済活動が行われている場合は，主要な経済活動（※）によって決
定する。

※この場合の主要な経済活動とは，これら複数項目のうち，生産される財，取り扱われる商品又
は提供されるサービスに帰属する付加価値によって決定されるのが最良である。ただし，個々の付加
価値の情報を入手するのは実際上困難な場合があり，このような場合には，付加価値を代理する
指標として，生産される財の産出額，取り扱われる商品の販売額，提供されるサービスからの収入
額等，又はそれらの活動に要した従業者数等を用いることとし、産業は最も大きな割合を占める活
動によって決定する。

http://www.soumu.go.jp/main_content/000286955.pdf
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〇一事業所内で複数の経済活動が行われている場合は、事業所の産業は主要な経済活動
によって決定する。
⇒バックヤードはスーパー（小売業）の機能の１つであり、主要な経済活動にはならない。
バックヤードは飲食料品製造業分野の対象外。

（以下、対象となるケース）
○一構内であっても経営主体が異なれば経営主体ごとに別の区画としてそれぞれを一事業所とする。
○スーパーマーケット店舗の売上げの過半がバックヤードで製造・加工した飲食料品である場合は、飲
食料品製造業分野とすることが可能。（製造小売に該当すると判断）

よくある質問
１）バックヤードを別会社化すれば認められるのか。

⇒組織、経理面で独立していれば要件上は対象です。
２）バックヤードで現在就労している２号技能実習生が継続して働くことはできないのか。

⇒特定技能制度の対象外です。技能実習３号としては認められています。

バックヤードでの
食品製造

別事業所での
食品製造

７．飲食料品製造業分野に関して、よくある質問
【１】スーパーマーケットのバックヤードは対象ですか
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７．飲食料品製造業分野に関して、よくある質問（２）

18

【プロセスセンターは対象ですか】
小売業者や卸事業者等向けに納品する食品を製造・加工する事業所（いわゆるプロセスセンター）は、
対象となります。例えば、精肉加工、水産物加工、惣菜の製造などを行う事業所が該当します。

【外食業のセントラルキッチンは対象ですか】
外食業の店舗での調理に代わり、料理品及び原材料の製造・加工をしている事業所（いわゆる集中調
理施設、セントラルキッチン）は対象となります。

外食業事業者

飲食店舗１

飲食店舗２

セントラルキッチン

小売業事業者

小売店舗１

小売店舗２

プロセスセンター

製造請負事業者

他産業の請負１

他産業の請負２

飲食料品製造業請負

＊事業所として一構内一区画、組織・経理面で独立している

【飲食料品製造の製造請負は対象ですか】
事業者の主たる業務が飲食料品の製造でなくとも、製造を請け負った事業所において、主たる業務で飲
食料品の製造・加工の業務を行っていれば対象です。
ただし、この場合、業務請負契約が締結され、請け負った事業者からの指示・命令がされていることが条
件となります。労働者派遣やいわゆる偽装請負は、対象外となります
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７．飲食料品製造業分野に関して、よくある質問（３）

19

【精肉加工は対象ですか】

小売業者や卸事業者等向けに納品するために、精肉加工をする事業所は、対象となります。ただし、その
業務の売上げ等が全体の２分の１を超えていることが条件です（食肉卸売業ではないこと）。

【鶏卵の選別・包装工場（GPセンター）は対象ですか】

洗浄（・消毒）後に選別、包装（パック詰め）し、小売業者や卸事業者等向けに納品する事業所（い
わゆるＧＰセンター）は対象となります。ただし、その業務の売上げ等が全体の２分の１を超えていること
が条件です（卵卸売業ではないこと）。

【水産加工のプロセスセンターは対象ですか】

小売業者や卸事業者等（消費者を除く）向けに納品する水産加工品、例えば刺身、切り身等を製造
する事業所は対象となります。ただし、その業務の売上げ等が全体の２分の１を超えていることが条件です
（生鮮魚介卸売業、鮮魚小売業でないこと）。
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７．飲食料品製造業分野に関して、よくある質問（４）

【 野菜をカットしていますが対象ですか】

○野菜を仕入れて、すぐに調理に使用できるようにカット（炒め用やサラダ用）したものを、小売業者や卸
事業者等向けに納品する事業所は対象となります。ただし、売上げ等が全体の２分の１を超えていること
が条件です。
（日本標準産業分類：0999 他に分類されない食料品）

○野菜を仕入れて、玉ねぎの皮をむく、玉ねぎの天地カット、山芋の皮むき等の加工をしたものを、製造業
者、小売業者及び卸事業者向けに納品する事業所が対象となります。ただし、売上げ等が全体の２分の
１を超えていることが条件です。
（日本標準産業分類：0999 他に分類されない食料品）

●ただし、野菜を仕入れて、キャベツを半分にカットしたり、しいたけの石づきをカットしたりするなど、
軽微な加工を行う場合は、卸売業に該当するため対象外です。

（日本標準産業分類：5213 野菜卸売業）

●野菜を栽培し、同じ事業所内でしいたけの石づきを切るなど、軽微な作業の場合は、
農業に該当するため対象外です。

（日本標準産業分類：0113 野菜作農業

20
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７．飲食料品製造業分野に関して、よくある質問（５）

【 １０．弁当、惣菜を作っています。対象ですか？】

○お弁当（惣菜等）を製造し、小売業者や卸事業者等向けに卸売する事業所が対象となります。
（日本標準産業分類：0996 そう（惣）菜製造業、0997 すし・弁当・調理パン製造業）

●持ち帰り弁当のように、客の注文に応じその場で調理した飲食料品を持ち帰る状態で提供する事業所
は、外食業分野の持ち帰り飲食サービスに該当するため対象外です。
また、仕出し弁当、デリバリーのように客の求める場所に飲食料品を届ける事業所や、特定された

多人数に食事を提供する給食施設は、外食業分野の配達飲食サービスに該当するため対象外です
。
（日本標準産業分類：77 持ち帰り・配達飲食サービス業）

ただし、接客を伴わない、調理に特化した事業所（いわゆるセントラルキッチン、プロセスセンター）
については、飲食料品製造業分野の対象とすることも可能です。

●また、お弁当（惣菜等）を仕入れて、店舗で販売している場合は、小売業に該当するため対象外。
（日本標準産業分類：5895 料理品小売業）

21
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＜参考⑤＞技能実習・惣菜製造職種と特定技能・特定産業分野の関係

惣菜製造職種

惣菜製造業（B to B）

弁当製造業（B to B）

外食セントラルキッチン

小売業プロセスセンター

給食・仕出し・配達サービス

持ち帰り弁当・惣菜（B to C）

小売業：バックヤード

飲食料品製造業分野

外食業分野

試験免除

外食業技能
試験に合格

特定技能１号
技能実習２号

移行不可

これ以外の
飲食料品製
造業も可能
。

外食店舗も
可能。



３．外食業分野の概要
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資料：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末時点）を基に農林水産省で作成

永住者等を除くと、ほとんどが「専門的・技術的分野」又は「留学生」のアルバイト。

○在留資格別の構成比

○外食業※の外国人労働者数
約18.0万人

※飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業の計

資格外活動：113,355人(63%)

例：留学生、家族滞在等

専門的・技術的分野：20,237人(11%)

例：外国料理の調理師等

身分に基づく在留資格：38,117人(21%)

例：永住者等

技能実習：2,941人(2%)

外食業においては 技能実習生の受入れはないが、
外食企業の食品製造部門(セントラルキッチン等)に
おいて、食品製造関係の技能実習生の受入れがある

特定活動：5,009人(3%)

例：日本の食文化海外普及人材育成事業、
特定伝統料理海外普及事業(京都市特区)等

外国人材の受入れ状況（外食業）
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２．外食業分野における制度の概要

（１）受入れ見込み数（向こう５年間の上限）：５万３千人。
（２）人材の基準

以下の試験の合格者 又は 「医療・福祉施設給食製造」の第２号技能実習を修了した者
①技能水準（試験区分）
「外食業技能測定試験」 （（一社）外国人食品産業技能評価機構が実施）

②日本語能力水準
「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」

（３）人材のイメージ
飲食料品食品衛生に配慮した飲食物の取扱い、調理及び給仕に至る一連の業務を担い、管理する

ことができる知識・技能を有する人材
・食中毒の予防など衛生管理に関する知識・技能

・調理工程、器具の扱い等飲食物調理に関する知識・技能

・接客に必要な日本語、おもてなしの考え方等接客全般に関する知識・技能

（４）外国人が従事する業務
外食業全般（飲食物調理、接客、店舗管理）
＊日本人が通常従事している関連業務に付随的に従事することも可能

（５）対象となる範囲
日本標準産業分類の「飲食店」・「持ち帰り・配達飲食サービス業」に該当する事業を行う事業

所
（６）受入れ機関等の条件

①「食品産業特定技能協議会」の構成員になり、必要な協力を行うこと
②風営法に規定する「接待飲食等営業」の営業所に就労させないこと及び風営法に規定する「接
待」を行わせないこと

（７）雇用形態：直接雇用
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３．対象業種・業務等について①

○ 外食業分野の１号特定技能外国人を受け入れる事業者は、当該外国人を飲食店、持ち帰り
飲食サービス業、配達飲食サービス業、給食事業等の飲食サービス業を行っている事業所に就労さ
せること。
例：食堂、レストラン、料理店、喫茶店、ファーストフード店、

テイクアウト専門店（店内で調理した飲食料品を渡すもの）、
宅配専門店（店内で調理した飲食料品を配達するもの）、

仕出し料理店 など （※除外される事業所については次ページ参照）

○ １号特定技能外国人が従事する業務は、外食業全般（飲食物調理、接客、店舗管理）。
○ あわせて、当該業務に従事する日本人が通常従事することとなる関連業務（店舗において原材

料として使用する農林水産物の生産、店舗における物品の販売等）に付随的に従事することは差
し支えない。

○ １号特定技能外国人の雇用は直接雇用とし、フルタイム＊で業務に従事するものであること。
（＊本制度におけるフルタイムとは、労働日数が週５日以上かつ年間217日以上であって、かつ、週労働

時間が30時間以上であることをいう。）

※ 外食業分野における向こう５年間（令和元年度～５年度）の受入れ見込み数は、最大５万3,000
人であり、これを向こう５年間の受入れの上限として運用します。
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○ 外食業分野の１号特定技能外国人を受け入れる事業者に対して特に課す条件（接待飲食
等営業関係）

① １号特定技能外国人に対して、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
（以下「風俗営業法」という。）第２条第１項に規定する「風俗営業」及び同条第５項に
規定する「性風俗関連特殊営業」を営む営業所において就労を行わせないこと。

② １号特定技能外国人に対して、風俗営業法第２条第３項に規定する「接待」を行わせ
ないこと。

※ 「風俗営業」 及び「性風俗関連特殊営業」を営む営業所においては、「飲食物調理」、「接客
」、「店舗管理」の業務であっても、１号特定技能外国人を就労させることはできません。

３．対象業種・業務等について②
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６．外食業分野に関して、よくある質問

【１．給食の調理センターの業務は外食業ですか、飲食料品製造業ですか】

病院・福祉施設、学校、産業向けの給食サービスが外食業分野ですが、接客や店舗（給食事業所）の
管理を行わず、調理機能に特化した調理センターは、飲食店のセントラルキッチンと同様に、飲食料品製
造業分野で受入れることも可能です。 但し、飲食料品製造業分野の資格では、接客、店舗管理業務
はできませんので、ご注意ください。

【２．ホテルのレストランは外食業分野の対象となりますか。

対象となります。但し、外食業全般（調理、接客、店舗管理）の業務を行うことが前提です。
また、旅館・ホテル直営のレストランサービスの場合は、宿泊業分野で受入れることも可能です。

【３．保健所の営業許可証の名義が自社ではありません。受入れは可能ですか。

外食業分野では、保健所の営業許可（届出）証の写しの提出を求めています。
受入れ事業者と異なる名義である場合は、名義貸し、または、当該分野で認めていない労働者派遣の疑
いが出てきます。一方で、施設オーナーが営業許可を取得した上でテナント契約を結ぶ事業形態もあるこ
とから、正当な理由があるかどうか等状況に応じた判断となり、付加書類等が必要となる場合もあります。
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４．食品産業特定技能協議会について
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食品産業特定技能協議会

農林水産省
特定技能

所属機関
登録支援機関 業界団体 学識経験者 関係省庁

〇特定技能外国人の受入れにかかわる制度の趣旨や優良事例の周知
〇特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発
〇就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
〇地域別の人手不足の状況把握・分析
〇人手不足状況、受入れ状況等を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（特定
地域への過度な集中が認められる場合の構成員に対する必要な要請等を含む）

○受入れ機関の外国人労働者引き抜き防止の申し合わせ
〇受入れの円滑かつ適正な実施のために必要なその他の情報・課題等の共有・協議等 等

活動内容

〇 飲食料品製造業分野及び外食業分野における制度の適切な運用を図るため、食品
産業特定技能協議会を設置。（2019.3.29設置）

〇 協議会においては、構成員の連携の緊密化を図り、各地域の事業者が必要な特定
技能外国人を受け入れられるよう、制度や情報の周知、法令遵守の啓発のほか、地
域ごとの人手不足の状況を把握し、必要な対応等を行う。

食品産業特定技能協議会

特定技能所属機関（受入れ事業者）、当該分野の事業者に支援する登録支援機関は、協議会の構成員にな
り、農林水産省及び協議会に対して必要な協力をすることが課せられています。

法務省、警察庁、
外務省、厚生労働省

（受入れ機関）
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【参考】特定技能所属機関による外国人労働者の引き抜き防止に係る申し合わせ
（平成31年３月29日、食品産業特定技能協議会）

飲食料品製造業分野については、幅広い業種から構成されており、企業規模も多
様であるといった特性があるところ、今般の新たな外国人材の受入れ制度において
は、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等の専門的技能に着目した仕組みとすることで、
業種や規模に関わらず業全体として幅広く利用できるようになっており、飲食料品
製造業分野の範囲内であれば、企業間、業種間の転職が可能となっている。

他方、新たな外国人材の受入れ制度を施行することにより、大都市圏等特定地域
に外国人が過度に集中することや大企業への偏在が生じることが強く懸念されてい
る。特に、飲食料品製造業分野においては、技能実習２号対象職種（水産加工、食
肉加工、惣菜製造等）とそうでない職種が混在し、受入れ機関の間で無秩序な外国
人労働者の引き抜きが行われれば、業界内の雇用秩序を乱すとともに、大都市への
過度な集中を助長する可能性がある。

こうした点を踏まえ、大都市圏等特定地域に外国人が過度に集中することを予防
する観点から、他地域で雇用されている外国人労働者を積極的に引き抜き雇用する
ことを自粛することを申し合わせる。

食品産業特定技能協議会の構成員である各特定技能所属機関は、安全で良質な食
料を安定的に供給するという役割を担う食品企業の社会的使命を改めて認識し、本
申し合わせを踏まえ、引き続き飲食料品製造業分野の健全な発展に資するよう努め
ていく。
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食品産業特定技能協議会に関して、よくある質問（１，２）

【１．構成員】（加入義務のある方）
・特定技能所属機関（受入れ機関、受入れ事業者）

・登録支援機関 （ただし、当該2分野のそれぞれの特定技能所属機関を全部支援する場合、ま

たは当該2分野の両方の特定技能所属機関を全部支援する場合）

＊食品産業特定技能協議会に加入していない場合には、特定技能外国人の受入れができません。
（初めて受入れる場合は、受入れた日から４か月以内に加入することを誓約）

【２．協議会加入のタイミング】
・初めて特定技能外国人を受け入れてから4か月以内に協議会に加入してください。

・受入れ前に協議会に加入する必要はありません。（事前加入制ではありません）

よくある質問
Q１.入管が在留許可した案件で、協議会加入が認められないことはありえますか。

⇒ 分野の対象外であることにより、協議会加入を認めないことはありえます。
‘但し、当該２分野ではそのような事例はほとんどありません。）

Q2．入管申請前に、分野の対象か否か知りたい。
⇒ 分野の対象か判断に迷う場合は、農林水産省に事前にご相談ください。
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食品産業特定技能協議会に関して、よくある質問（３，４）

【３．会費】
当面の間、入会金や年会費等の費用は徴収いたしません。

33

【４．加入申請の方法】
＊特定技能外国人を初めて受け入れた日から４か月以内に協議会に加入してください。

＜流れ＞
1. 下記のフォームに必要事項を入力の上、WEBで申請してください。
2. 事務局よりメールが届きますので、入管に提出した誓約書の写しをpdf等で添付し、返信してください。
3. 審査には通常2週間～1か月程度いただいています。承認後、加入証をメールで送付します。

よくある質問
Q.２人目以降の追加受入れの際に、あらためて加入申請や届出が必要ですか。

⇒ その必要はありません。登録支援機関の２社目以降の支援でも同様です。

•農林水産省のHP

より申請

•数日以内に受領

メールが届きます

WEB

申請

•入管に提出した誓

約書写しをPDF

等で電子化

•受領メールに添付

して返信

誓約書

送付

•２週間～１か月

かかります

•承認後に加入証

をメールで返信

審査



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

食品産業特定技能協議会に関して、よくある質問（５，６，７）

【５．協議会加入申請の代行】

Q.受入れ機関の方はパソコン操作や書類管理が苦手なため、登録支援機関が
代行入力してもよいですか。
⇒諸事情により受入れ機関が対応できない場合、登録支援機関のご厚意で
代行入力することは容認しています。
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【６．登録内容の変更】

・退会の場合は、メールでご連絡ください。退会届の様式をメールで送信します。
・事業者の会社名、代表者、所在地、担当者、アドレス等の変更の場合は、
協議会のメールアドレスまで送信してください。

（加入証の記載内容の変更が必要な場合は、その旨メールでご連絡ください。）
・特定技能外国人の追加受入れは、その都度ご連絡いただく必要はありません。
・退職（他社への転職）については、別途アンケート調査を実施いたします。

【７．協議会の名簿】

・特定技能所属機関、登録支援機関の構成員の名簿は公表していません。
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優良事例（特定技能外国人材の受入れ）

飲食料品製造業（菓子製造） 飲食料品製造業（弁当、総菜製造）

【特定技能受入機関概要】

○事業内容：菓子の製造、菓子の卸売、菓子等の輸出入
○従業員数： 210名（単体）、326名（連結）

（いずれも2020年4月1日現在）
○特定技能者受入れ数：3名（内訳：ベトナム3名）

外国人材の受入れ目的
9年ほど前から技能実習生な

どの受入を始め、製造現場の人
材を安定的に確保するため特定
技能者の雇用を開始。同社は中
国とベトナムに海外拠点があり、
過去には、技能実習を終えて帰
国した元実習生を、ベトナムの子会社で採用した実績がある。将来的
には、特定技能者も海外拠点で活躍できる人材になってくれることを
期待している。

外国人材の勤務、生活状況
日本の食品は、世界でも トップク

ラスの品質。特に特定技能者には、
その品質を損なわないよう、ハイレべ
ルな衛生管理、品質管理の知識を
身に付けてほしい。また、生活面では
日本語教室に積極的に通ったり、日

本語能力検定を自発的に受検したりする姿が見られ、日本語習得
への意欲の高さを感る。

フォロ一体制 日本と外国の文化や常識の違いを理解するため 、e
ラーニングの活用。また、困り事なとは丁寧に聞き取るよう努めている。
お花見、食事会、バーベキューなどの社内行事では、日本人社員と一
緒に楽しそうにしている姿も見られ、受け例側としては非常にうれしい。

【特定技能受入機関概要】
○事業内容：外食事業（国内・国外）、宅食事業、農業事業、

環境事業
○従業員数： 2,642人（グループ計、2020年3月期）
○特定技能者受入数： 64名

（ベトナム人 61名、カンボジア人3名）

外国人材の受入れ目的
食品製造業は、業界全体が人手不足の傾向であるが、一方で、標

準化された繰り返しの作業が多く、外国人材でも比較的働きやすい業
種。同社は、人手不足と従業員の高齢化を背景に、新たな働き手を
確保しよう と2017 年から外国人材の受け入れを開始。特定技能の
雇用については、技能実習の経験者を中心に採用。

外国人材の勤務、生活状況
お弁当の盛り込みを中心に、食材

の運搬、検査などの作業に就いてい
る。盛り込みラインでは、簡単な食
材の担当から始め、徐々に粘度の
高い食材など難しい作業を担当して

もらっている。また、ベトナム語のマニュアルは用意しているが、先輩実習
生が後輩にアドバイスしたり、日本人社員の話を通訳したりするなど、助
け合って仕事をしている。

フォロ一体制
月に一度、同時期に入社した外国

人材を集めて、通訳、担当業務の社
員、登録支援機関を交えた意見交換
会を開いている。勤務シフトを定期的に
変えるなと、働く時間や時間帯が 公平
になるよう な配慮も大切にしている。
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優良事例（特定技能外国人材の受入れ）

飲食料品製造業（水産加工） 外食業（飲食店）

【特定技能受入機関概要】
○事業内容：鮮魚の冷凍冷蔵、水産加工品の製造
○従業員数： 114名
○特定技能者受入れ数：3名（内訳：インドネシア3名）

外国人材の受入れ目的
水産加工業は、季節によって扱う魚の種類が異なり 、それぞれ必要

な加工の仕方も違う。そのため、一年を通して同じ製品を大量生産す
る業種に比べて、大規模な機械化が難しく、人手不足が 深刻な問題
になって いる。特定技能の3人には、一つの製造ラインをしっかり指導、
管理できる社員レベルの業務を任せたいと考え、能力開発や評価制
度について検討しているところ。

外国人材の勤務、生活状況
特定技能のスタッフは現在、担

当するラインの管理業務を覚え
ている段階。技能実習生時代
から、‘‘先輩“として周りの実習生
の指導やマニュアルの翻訳をして
おり、その役割も引き続き担って
いる。仕事、生活の両面で実習
生に目を配ってくれ、私たちから

フォロ一体制
マニュアルや工場内のポスターには、インドネシア語を併記。また、毎

週 ウェブ会議システムを使った日本語教室を行い、日本語能力
の向上を支援している。また地域のお祭りでは浴衣姿で参加したり、イ
ンドネシアの伝統衣装で成人式に参加したり、地域の一員として楽し
んでいるようである。

実習生への対応などを相談することもあり、とても頼りになる存在。

【特定技能受入機関概要】
○事業内容：フードサービスチェーンの経営、販売システ
ム・食材加工システムの開発

○従業員数： 14,402名（正社員、2020年3月末）
○特定技能者受入れ数：約30名（ベトナム、中国等）

外国人材の勤務、生活状況
店舗スタッフとして接客、調理、

衛生管理などを行っており、業務
内容は日本人社員と変わらない。
配属する店舗は、本人の希望を
尊重しながら、登録支援機関が
受入側との間に立ってマッチングし

外国人材の受入れ目的
特定技能枠では主に留学生を採用しており、応募者の多くが当店

でのアルバイト経験者。。技術 · 人文知識·国際業務ビザヘの変更
や進学を予定していた留学生アルバイトが、 「当店で就職できるなら
」と特定技能を選んで入社するケースが多く、私たちも大変うれしく思

っている。

ている。特定技能の社員には、店舗での業務を習得し、日本語コミュ
ニケーションカを高めた上で、3年目中盤から4年目には店長を務めて
ほしいと考えている。 店舗では日々業務の指導が行われているが、
登録支援機関には「もっと教育を受けたい」という積極的な声も多く寄
せら れていて、特定技能の社員の向上心の強さを感じている。

フォロ一体制
特定技能の社員を対象とした研修は、「業務」と「人間形成· 自己

成長」の二本柱で計画的に実施。また現場での人間関係の摩擦を最
小限にするため、受入店舗のマネジャーヘの研修も重視。


